
第     期5

高知県
産業振興計画
              Ver.３
ＰＲパンフレット

令和８年度版



Ⅰ　産業振興計画とは
　■　高知県の経済を根本から元気にするためのトータルプランとして「産業振興計画」を策定し、平成21年度からスタート
　■　戦略の柱：「地産外商」、「イノベーション（変革）」　
Ⅱ　計画を推進する上でのポイント
Ⅲ　産業振興計画の政策体系
Ⅳ　産業振興計画の策定・実行に当たっての３つのポイント

高知県産業振興計画とは

喫緊の課題である人口減少問題

産業振興計画

第５期産業振興計画の概要

令和８年度の取り組み　

PR版パンフレットの構成

人口減少に対応するための高知県の取り組み

■　高知県元気な未来創造戦略
　　　　
　　

■　農業分野、林業分野、水産業分野、商工業分野、観光分野、保健医療・福祉分野、土木分野
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高知県経済の状況4 ５～８
■　各産業分野における産出額等の推移

地域アクションプランの取り組み12 49～52

　喫緊の課題である人口減少問題１

1

■　関西圏との経済連携の強化、地産外商戦略の推進、起業や新事業展開の促進、移住の促進、県内就職の促進

次世代産業創造プロジェクトの取り組み11 47～48
■　ヘルスケアイノベーションプロジェクト、アニメプロジェクト、グリーンLPガスプロジェクト

　県政における最重要かつ喫緊の課題は、本県の将来を左右する人口減少への対応です。
　本県の人口は、昭和60年の84万人以降年々減少し、令和８年４月時点では63.8万人
となり、人口減少の流れに歯止めがかからない状況ですが、一部では明るい兆しも見え始めて
います。令和７年度の出生数は、過去最少の 3,028 人となりましたが、その減少幅は104
人とここ数年より縮小しました。また、社会増減については2,335 人の減少となり、前年度から
259人社会減が縮小しています。
　将来にわたって活力ある持続可能な高知県を実現していくためには、こうした明るい兆しを確
かなものとし、若年人口の減少を何としても食い止め、人口の若返りを図る必要があります。

第５期産業振興計画ver.2の戦略体系7 13～14

婚姻数の増加 出生数の増加

　　　　　　若年人口の増加により、持続可能な人口構造への転換を図る

政策２　

結婚の希望を

 かなえる

政策３

  こどもを生み、育てたい

  希望をかなえる

戦略の目指す姿

いきいきと仕事ができる高知

「将来を担う若者が、地域地域で魅力のある仕事に就き、いきいきと住み続けられる元気な高知県」

 若年人口の増加　若年人口の減少傾向に、令和９年までに歯止めをかけ、

令和１５年頃には令和４年の水準まで回復させることを目指す

　○若年人口(34歳以下)：「減少数（前年比）をゼロ」とする　戦略全体を貫く目標(Ｒ９)

社会増減の改善 自然増減の改善

いきいきと生活ができる高知 安全・安心な高知

《将来展望》　       2060年：約55.7万人［現状（2026年４月）:63.8万人］

　　　　　           2040年：2.07、2050年:2.27［現状（2025年）:1.29］

　　　　　           2040年：1,000人の社会増［現状（2025年度）：2,335人の社会減］

人口

出生率
社会増減

目指すべき高知県像

政策実現に向けた条件整備

１「共働き・共育て」の
県民運動と意識改革の推進

２　中山間地域の
　  持続的な発展

３　デジタル実装の
土台づくり

　  ● 若者の所得向上の推進　　  

　　● 若年層の雇用の受け皿となる企業誘致
　　● 起業や新事業展開の促進　など

 ● 県内就職の促進
 ● 移住の促進
 ● 外国人材の活躍推進

政策１
魅力ある仕事をつくり、
若者の定着につなげる

魅力のある仕事をつくる 新しい人の流れをつくる

産
業
振
興
計
画
に
よ
り
推
進

高 知 県 元 気 な 未 来 創 造 戦 略

人口減少
に適応し
た持続
可能な
社会の
実現を
目指す

4S
プロジェクト
の推進

※持続可
能な社会の
実現に向け
た賢い縮小

※

仕事の創出による
若者の増加

　人口減少に対応するための高知県の取り組み2
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新たな市場や
価値の創造

技術革新による
生産性の向上

（高付加価値化、省力化）

　Ⅰ 産業振興計画とは

 Ⅱ　計画を推進する上でのポイント

生
か
す
べ
き
高
知
の
強
み

①　ないものねだりをせず、自らが持てる強みを生かす

②　弱みをも強みに転じる「課題解決先進県」へ

●「地元ならではのおいしい食べ物があった」
　　ランキング　10年間で２度の日本一　　※じゃらん宿泊旅行調査

●全国シェアトップクラスの農産物（ゆず、にら、しょうが等）　　

●幕末の偉人で最も会ってみたい人第１位　坂本龍馬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※高知県アンケート調査（H29.2月）

●歴史に大いなる影響を与えた多くの偉人を輩出

●森林率（84％）日本一
●「水質が最も良好な河川」 10年間で6度選出 仁淀川
　 最後の清流  四万十川

●土佐のおきゃく文化　●よさこい祭り　●まんが王国・土佐
●高知県民総幸福度（GKH）
　 　高知で暮らして幸せと感じる割合　65.0％　
　　　＊「土佐経済同友会・（一社）しあわせ推進会議」アンケート結果（R7.7月実施）

自然災害が多発
●年間降水量　3,238mm　日本一　※R2
●台風上陸個数11個　日本一　　※H13～H29
●自然災害、南海トラフ地震への備え　　　　　　

中山間地域での課題が多い
□県面積の約93％が中山間地域
□県人口の約38％が中山間地域に在住
　●中山間地域の人口減少の加速
　　・S35:540,065人→R2:264,046人　約51％減

温暖な気候を生かした

第一次産業

対象とする
産業分野

高
知
の
弱
み

　産業振興計画3

「課題先進県」だからこそ「課題解決先進県」へ

多発する自然災害を通じて得たノウハウを生かした

防災関連産業
若者の定着・増加に向けた移住促進　　　　　　　　　　　

家族のように温かい県民性など、高知の魅力発信による　　　　

移住の促進
バラエティに富んだ防災関連製品・技術の開発

日本一の健康長寿県構想と連動

　Ⅲ　産業振興計画の政策体系

◇本県の強みや弱みを
整理（SWOT分析）

◇強みを生かしきる観点
から改革の基本方向を
明記

総　論 産業成長戦略

農
　
業

林
　
業

水
産
業

商
工
業 

観
　
光

保健医療・福祉分野

　　◇７つの地域ごとに、それぞれの地域
　　　で進める具体的な取り組み

 地域アクションプラン

　Ⅳ　産業振興計画の策定・実行に当たっての３つのポイント

安芸

物部川
高知市

嶺北仁淀川

高幡

幡多

155事業

① 好循環の創出に向けて、隘路(ボトル
　ネック) を解消し、牽引役を育成
② ネットワークを意図的につくる、生かす
　　⇒　県内全域をカバーする政策ネットワーク
　　　　 三層構造（産業成長戦略 × 地域アクション
　　　　　　　　　　　　プラン × 集落活動センター等)
　　⇒　民間企業等との官民協働のネットワーク

　　　好循環の創出とネットワークの創出１
① 目指す姿、数値目標を設定・共有
② 5W1Hを明示、PDCAサイクルに
　より、取り組み状況を点検・検証
　　⇒ より実効性の高いものへと適宜改善

③ 政策群ごとに、施策間の有機的な
  連携（施策のパス回し）を確認

　　　計画の進捗管理の徹底２
① 多くの皆様に参画いただけるよう、
　川上から川下までの多様なニーズに
　対応できる総合的な施策群を用意
② 県と市町村がベクトルを合わせ、
　　相乗効果を発揮
　⇒　県は市町村の取り組みをバックアップ
　県と市町村が一緒に地域アクションプランを推進

　　 官民協働、市町村との連携協調３

◇対象とする産業分
野、連携テーマ及
び次世代産業創
造プロジェクトで構
成

　人口減少×新しい人の流れ　
   →　中山間地域への移住の増加災害多発県　→　防災関連産業の振興

 　　　①デジタル化の推進
 　　　②グリーン化の推進
 　　　③グローバル化の推進
 　　　④担い手の育成・確保
 　　　⑤中山間地域の振興
 　　　⑥SDGsの推進

分野を
貫く共通
テーマ

高知県建設業活性化プラン、高知新港振興プランと連動
土木分野

デ ジ タ ル グ リ ー ン

○ 全国に先駆けて人口減少・高齢化社会に突入した高知県。県内市場が徐々に縮小するなど、　「人口減少の負のスパイラル」のダメージが県経済の様々な面に表れていました。

○ このような状況を克服し、高知県の経済を根本から元気にするためのトータルプランとして平成20年度に「産業振興計画」を策定。 平成21年度より、「地産外商」を戦略の柱に、
　　経済の活性化に向けた様々な取り組みをスタートさせました。

○ 令和６年度からの第５期計画では、急速な人口減少や、世界的なデジタル化、グリーン化の加速など、本県を取り巻く社会経済情勢の変化を踏まえ、戦略の柱に新たな価値を
　　生み出す「イノベーション（変革）」を加え、取り組みを進めています。

地場企業の技術力を生かした

商工業
豊富な食材を生かした

食品産業
食や自然、歴史、

人の魅力を生かした

観光産業

10.5%減

経済規模の縮小
若者の県外流出

過疎化・高齢化の同時進行

中山間地域の衰退

少子化の加速

特に

さらなる人口減少の危機！

グ ロ ー バ ル

新たな産業の創出

情報産業、アニメ産業、ヘルスケア産業等
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■（～Ｒ元）産業振興計画の取り組みを通じて、地産外商が大きく前進し、かつてはマイナス成長であった県内総生産は、概ねプラス成長へ転じてきた
■（Ｒ２～）R2～R3は、新型コロナウイルス感染症の影響により大きな打撃を受けたものの徐々に持ち直し、R５は、コロナ禍前の水準までにほぼ回復してきた。

経済成長率

出典：高知県「県民経済計算報告書」

（単位：％）

＜産業振興計画の取り組み前と取り組み後の比較＞

雇用失業情勢

・有効求人数
　　H20年度：8,045人
    ⇒R７年度：13,863人（＋72.3％）
　◇有効求人倍率　
　　　Ｈ20年度　0.46倍 ⇒Ｒ７年度　1.10倍

・正社員有効求人数　
　　H20年度：3,424人
      ⇒R７年度：6,747人（＋97.1％）
　◇正社員有効求人倍率　
　　　　Ｈ20年度　0.24倍⇒Ｒ７年度　0.90倍 

・完全失業率　
　　Ｈ20年　4.8％⇒R７年　1.4％

 高知県経済の状況４

主な経済指標も上昇傾向 　

H13年度値→H20年度値 H20年度値→R5年度値

7年間での
増減率

1年あたり
（幾何平均）

15年間での
増減率

1年あたり
（幾何平均）

人口 -4.6 -0.67 -14.0 -1.00

県内総生産（名目） -14.0 -2.13 8.3 0.53

県内総生産（実質） -11.4 -1.71 3.5 0.23

（各年度の月平均）
          

県内総生産は概ね増加。新型コロナウイルス感染症の影響からは回復途上

＜H13を起点としている理由＞
○H13年度は、全国的な景気回復に転じた年度。

   本県はこの波に乗ることができず、 この頃から
　 全国との経済的格差が拡大し始めたため

生産年齢人口の減少に連動する形で、
県内総生産等も減少傾向

生産年齢人口の減少に関わらず、

　　　県内総生産等が増加傾向に！

※　県内総生産（名目の数値）、労働生産性（県内総生産／就業者数）、一人当たり県民所得
のH13～H22は旧（H17,H23）基準の数字のため、新（H27）基準によるH23以降の数字と連
続性はないが、新基準ではH22以前の数字が算出されていないため、便宜上旧基準の数
字を使用している

新型コロナウイルス
　　感染症の影響

県外からの移住者も大幅に増加

防災関連登録製品・技術の売上額（単位：億円）

防災関連産業が
新たな産業として大きく成長

約324倍に増加！

県外観光客入込数
(単位：万人、左側目盛)

観光総消費額
(単位：億円、右側目盛)

各分野で地産外商が大きく前進・移住者も大幅増加

 ※ 売上額には、工法の受注額等を含む

大河ドラマ
「龍馬伝」

　★県外観光客入込数は7年連続（H25～R元）で400万人台に！
　★観光総消費額は8年連続（H24～R元）で1000億円を突破！

※　県内総生産のH13～H22は旧（H17,H23）基準の数字のため、新（H27）
　　基準によるH23以降の数字と連続性はないが、新基準ではH22以前の
　　数字が算出されていないため、便宜上旧基準の数字を使用している

食料品の輸出額の推移（単位：億円）

0.5 1.0 1.3 2.0 2.7 3.4 4.4 7.210.5
14.514.616.218.823.0

26.430.3

H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30R元 R2 R3 R4 R5 R6

約60倍に増加！

海外への戦略的なプロモーションにより、
食料品輸出額は大きく増加

241人

（120組）
225人

（121組）

468人

（270組）

652人

（403組）

864人

（518組）

1,037人

（683組）

1,198人

（816組）

1,325人

（934組）

1,475人

（1,030組）1,394人

（963組）

1,638人

（1,167組）

1,730人

（1,185組）

1,930人

（1,437組）

2,241人

（1,734組）

2,450人

（1,886組）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

約10倍に増加！
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274.9
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全国
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H25→R5の増減率
県 　＋13.3％
全国　+20.4％

　

1人当たり県民所得
出典：高知県、内閣府「県民経済計算報告書」   
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労働生産性※ 出典：高知県、内閣府「県民経済計算報告書」      

産業振興計画

H25→R5の増減率
県 　＋6.0％

全国　+10.3％
　

※労働生産性＝県内総生産額／就業者数

0.6 10.9
48.5 52.0 47.4 60.6 68.4 61.3 69.8

102.2
126.3 124.4

153.5
194.4

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

連続テレビ小説
「あんぱん」

連続テレビ小説
「らんまん」

　R5年以降の県外観光客入込数と観光総消
　費額は高水準で推移
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862 861 864 884 873 892

998 

1,080 
1,089 

1,187 1,203 

1,050 1,034 

1,181 
1,150 

6.6

6.1 6.1
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6.5

6.3

6.1
6.2

6.9
6.8 6.8
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5.8
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5.7
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322 

304 

305 315 

435 

388 384 
407 401 408

424
440 441 438

266 267

370

472
445 457

843 725
777 762 

1,011 
953 

1,001 

1,102 
1,075 

1,090

1,102

1,126
1,104

1,096

648

699

966

1,290
1,308

1,381

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

(5,057)

(4,514)
(4,245)

(4,571)
(4,650)

(4,918)
(5,009)

(5,394)
(5,442)

(5,560)
(5,777)

(5,801)

(6,399)5,870 

4,909 
4,681 

4,981 
4,945 

5,218 
5,260 

5,673 
5,678 5,810 

5,945 
5,855 

5,532 

6,015 

6,473 
6,540 

26.6 

24.7 
24.3 

23.7 
24.2 

23.9 23.7 

24.5 

25.7 
26.1 

25.6 25.4 

23.1 

23.9 24.1 
23.5 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

139 
168 

202 185 190 201 218
229 199 225 264 243 193 228 222

296

304

344 

260 290 294 299 245 227 
254 

221 
245 

233 
228 

219
223 254

302 281

483 

428 

492 479 489 

446 445
483

420

470
497

471

412
451

476

598 585

4.9 

4.0 
3.3 

2.6 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

984 1,124
1,507

2,279

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

41.8 42.0 
40.4 

50.7 

46.5

49.5

61.0
59.2

62.8

66.8
64.6

67.1

63.7
65.6

73.6 
70.8 69.2 

1.54

1.61
1.65 1.66 1.66

1.61 1.60 1.59 1.59 1.60 1.59 1.57 1.58 1.59 1.60 1.60 1.60 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

1,026 

963 
930 

958 
973 

941 
965

1,018 

1,152 

1,201 
1,177 

1,123 
1,120 

1,078 
1,081 

1,136 

1,233 18.5 

17.6
17.2 17.2 17.0

15.4

14.8 14.7
14.1

13.2

12.2 12.1 11.9
11.4

10.7

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

 観光分野商工業分野 食品分野 第５期計画（R９年）の目標：食料品製造業出荷額等 1,327億円

■産業振興計画の取り組みを通じて、各産業分野における高付加価値化や省力化・効率化を推進。これにより、就業者一人当たりの産出額等が増加し、各産業分野の生産額は増加。
　 新型コロナウイルス感染症の影響により減少した生産額は再び上昇傾向に。

H17:470

販売農家１戸当たりの
農業産出額等(単位：万円）

林業就業者数
(単位：千人）

林業就業者１人当たりの
原木生産量(単位：㎥）

従業者数
(単位：千人）

従業者１人当たりの
出荷額等(単位：万円）

従業者数
(単位：千人）

従業者１人当たりの
出荷額等(単位：万円） 　　県外観光客入込数

　　　　（単位：万人） H20→R7　＋49.8％

観光総消費額
(単位：億円）

　H20→R7
　＋77.7%

就業者１人当たりの
漁業生産額（単位：万円）

林業分野

第５期計画（R９年）の目標：製造品出荷額等 7,150億円

第５期計画（R９年）の目標：原木生産量 85万㎥農業分野 

H17:21.1

販売農家戸数
(単位：千戸）

　　各産業分野における産出額等の推移

※漁業就業者数：5年に１回の漁業センサスにより把握

　　漁業生産額（＊宝石サンゴ除く）
　　　（単位：億円）

H20→R6　+21.1％
※うち養殖業　＋118.7％

漁業就業者数
(単位：千人）

漁
船
漁
業

養
殖
業

水産業分野 第５期計画（R９年）の目標：漁業生産額（宝石サンゴ除く） 555億円

※販売農家戸数：農林業センサス（H17、22、27、R2）
　　　　　　 　　　　　農業構造動態調査（H23～26、H28～R元）
※販売農家戸数のR3以降の数値は農業経営体数（農業構造動態調査（R3～6））

　　農業産出額等（単位：億円） H20→R6　＋20.2％

第５期計画（R９年）の目標：農業産出額等 1,224億円

　　原木生産量（単位：万㎥） H20→R6　＋65.6％

※従業員４人以上の事業所（ただし、R2以降は3人以下を含む）

※（　）は電子部品を除いた数値（R2、R3、R5は金額非公表）

※R2以降の数値は個人経営を除く

　　製造品出荷額等
　　　（単位：億円） H20→R5　+11.4％

※R2以降の数値は個人経営を除く

※従業員４人以上の事業所（ただし、R2以降は3人以下を含む）

　　食料品製造業
　　　出荷額等（単位：億円） H20→R5　＋26.5％

第５期計画（R９年）の目標：観光総消費額　　1,527億円
　　　　　　　　　                  県外観光客人泊数 563.9万人泊

503 544 566 547 568 
661 

778 817 835 851 918 891 908 996

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

1,152

271 261 246
305 280 308

381

373 394 417 406 427 402 412 460 443 433

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

1,380 1,413 1,402 1,451
1,359 1,392

1,461

1,615 1,567 1,593

1,758 1,731
1,809 1,828

1,991 2,011

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

2,209

1,990
1,924

2,098 2,044
2,185 2,220

2,314
2,208 2,229

2,327 2,304 2,352
2,512

2,690
2,778

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R57 8



 第５期産業振興計画の概要5

227.6 274.9280.8
352.1

81.1 
78.1 

0
50

100
150
200
250
300
350

H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R元 R2 R3 R4 R5
70

74

78

82

86

90

94

高知県
全国
比率（県/全国）

①総論

　①戦略の柱は、これまでの「地産外商」に加えて、新たな価値を生み出す「イノベーション（変革）」を据える　
　②県内ＧＤＰにおいて大きな割合を占める保健医療・福祉及び土木分野の経済動向にも目配りし、県内産業の活性化に向け、よりトータルな形で取り組みを進める

目指す将来像
地域における新しい挑戦により、持続的に経済が発展する高知県

計画全体を貫く目標　
一人当たり県民所得（※）を令和９年度に295万円以上にする　　

　　　令和15年度：一人当たり県民所得を全国中位（20位台）にする

戦略の柱
「地産外商」＋「イノベーション（変革）」

②産業成長戦略

農
　

業

林
　

業

水
産
業

商
工
業 

観
　

光
 ①デジタル化の推進
 ②グリーン化の推進
 ③グローバル化の推進
 ④担い手の育成・確保
 ⑤中山間地域の振興
 ⑥ＳＤＧｓの推進

分野を
貫く共通
テーマ

　
②　地産外商戦略の推進
③　起業や新事業展開の促進

①　関西圏との経済連携の強化
　　　　　　　　Ⅰ　連携テーマ

　

　　　　　　　　Ⅱ　次世代産業創造プロジェクト
①　ヘルスケアイノベーションプロジェクト
②　アニメプロジェクト
③　グリーンＬＰガスプロジェクト

■各分野が連携して取り組むテーマと、プロジェクト系を別立てで整理
　→　Ⅰ連携テーマ　Ⅱ次世代産業創造プロジェクト

④　移住の促進

 ③地域アクションプラン

安芸
物部川

高知市

嶺北仁淀川

高幡

幡多

■地域アクションプランは、地域の資源や特性を生かして、雇用の創出
や所得の向上を目指そうとする地域主体の取り組み。県内７つのブ
ロックごとに、県産業振興推進地域本部を中心として、市町村、事
業者の方々と連携し、地域地域で取り組みを強力に推進

日本一の健康
長寿県構想

　高知県建設業
活性化プラン

相互に連携

対象とする産業分野

県内７つの地域で市町村等と連携して進める具体的な取り組み

[戦略]２つの戦略の柱の下、５つの戦略により、多面的かつ重層的に施策を展開する

専門分野間を
結ぶ取り組み

産学官民が連
携し、新たな産
業を創造する
取り組み

保健医療・福祉及び土木分野の経済動向に
も目配りし、よりトータルな形で取り組みを進
める

保健医療・福祉分野 土木分野

生産性向上、人材確保など

１　構造転換型戦略 ４　課題解決型戦略

２　地域産業スケールアップ型戦略

３　グローバル展開型戦略

５　人材起点型戦略

デジタル化、グリーン化などの新たな時代の潮
流をつかみ、足腰が強く、持続可能な産業へ
の構造転換を図る

全国に先行する本県の社会的課題を解決
し、課題解決と成長の両立を図る

地域資源が持つ価値を最大限に引き出し、
県外・海外にも展開することで、地域産業の
さらなる振興を図る

世界に通用する製品や魅力的な観光地づくり
を通じて、海外から選ばれる高知県を目指す

人的資本となる人材を育成・確保し、県内
産業の活性化や新たな産業の創出を図る

13,14ページ参照

（※）県民所得とは、県全体が得る所得の総額。個人の所得や企業の所得などを含んだ県経済全体の水準を表す
　　　指標の一つ。「一人当たり県民所得」とは、県民所得を総人口で除したもの。
　　　（参考：一人当たり県民所得＝県民所得（雇用者報酬＋営業余剰等＋財産所得）÷総人口）

1人当たり県民所得

出典：高知県、内閣府
「県民経済計算報告書」
          

R3年度
全国41位　

万円

H24→R4の増減率
 県 　＋20.8％
全国  +25.4％
　

%

H24年度
全国41位　

産業振興計画

⑤　県内就職の促進
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 人口減少という最重要課題に対応するためには、「高付加価値型経済への転換」と「人への投資の推進」の両輪の取組によって、県経済
を活性化させ「若者の定着・増加」を実現する必要

・新技術の活用などによる新製品／サービス開発などを通じて、大幅な売上増加（例え
 ば売上数十億円規模から100億円）を目指す「成長余力」と「高い意欲」の両方を
 有する県内企業の育成支援策を新たに展開
 ※経済産業省の「100億企業」支援施策とも連動

ポイント② 若者が魅力を感じる企業（就職したいと思う企業）の創出【100億企業の創出】

ポイント① 若者の所得向上のさらなる推進【持続的な賃上げの実現、企業等の経営改革モデルの横展開】

ポイント④ フードテッククラスターの形成を促進【「一次産業×技術×外商」による食のイノベーション創出】

若者の所得向上のさらなる推進
【持続的な賃上げの実現、企業等の経営改革モデルの横展開】 ポイント①

ポイント③ 成長を牽引する人材の育成・確保【U・Iターンのさらなる促進、人材の確保・定着】

 ポイント② 若者が魅力を感じる企業（就職したいと思う企業）の創出
【100億企業の創出】

ポイント③ 成長を牽引する人材の育成・確保
【ＵＩターンのさらなる促進、人材の確保・定着】 ポイント④ フードテッククラスターの形成を促進

【「一次産業×技術×外商」による食のイノベーション創出】

・産業別若者所得向上検討チームにおける報告書に盛り込んだ第一次から第三次産業ま
での１６業種５８件の経営改革モデルの横展開を業種横断的に推進
・生産性向上に取り組み、持続的な賃上げを目指す事業者を支援

・ＵＩターンの促進に向けた施策のさらなる推進　
・転職対策の抜本強化など、人材の確保・定着に向けた取組の実施

・国の地域未来戦略の柱である「戦略産業クラスター形成」と連動
・「食」を中心に据え、新たな産業の創出や産業間連携を一層推進

重 

点 

ポ 

イ 

ン 

ト

「４つの重点ポイント」により、施策をさらに強化

■高付加価値化につながる事業者のチャレンジを力強く後押しをする、業種横断
的な新たな支援策「所得向上推進企業総合支援事業費補助金」 を創設

■国や県の生産性向上等に資する補助事業を活用して持続的な賃上げを目指
す事業者に対し、臨時的措置として、「賃金向上環境整備事業費補助金」に
より賃上げ原資を支援

全般
■意欲的にスケールアップを目指す「100億企業」の新たな登録制度を設け、登録
企業の経営者間の交流のためのネットワーク形成を促進

■所得向上推進企業総合支援事業費補助金に100億企業推奨メニューを創設

全般

■進行中の重要プロジェクトである「IoPプロジェクト」や「しまんと海藻エコイノベーショ
ン共創拠点（しまのば）」のさらなる推進

農業
水産

■国の地域未来戦略（R8夏頃策定予定）を踏まえ、具体的なクラスター形成計
画や数値目標などを検討

全般

全般 ■県外からの転職希望者に対して、大手求人サイトを活用した情報発信や県
内企業の採用活動を支援する補助金の創設等によるマッチング支援を強化

■転職による県外転出を抑制するため、転職を検討している県内在住の若者を
対象に、新たに県内転職支援拠点を設置し、転職支援サービスを実施

■デジタル人材育成などに向けた研修・講座の実施
■各産業分野における外国人材の受入れ拡大

 第５期産業振興計画におけるバージョンアップのポイント6
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イノベーション（変革）地産外商第５期産業振興計画　戦略の柱

(1)　外商を見据えた地産強化
【一次産業】
①　法人化の推進・経営管理能
　　 力の向上
②　高品質な製材品等の供給
　　（大径材利用を含む）
③　養殖業の振興（陸上養殖
　　 含む）　　等
【二次産業】
　　食料品の商品開発力・生産
　　 力向上への支援
[地域アクションプラン]
　　 地域資源を生かした加工品
　　 づくりや地域の観光振興
(2)　地消地産の推進
①　特定品目（県産和牛肉
　　 等）の地消地産 等
②　公共調達による地消地産

　

　　　　　　　　　グローバル展開型
　戦略　　　　　　　　　　　地域産業スケールアップ型戦略   　　 　　　構造転換型戦略   戦略 1

　　　　　　　　　　人材起点型戦略

(1)　産業のデジタル化
　①　IoPプロジェクトの推進とデータ駆動型農業による営農支援の

強化
　②　スマート林業の推進
　③　水産業のデジタル化（高知マリンイノベーション）の推進
  ④　県内事業者のデジタル化支援
　⑤　ICTを活用した生産性の向上（保健医療・福祉分野、
　　　 土木分野）　等

   　　 　　　課題解決型戦略

足腰が強く、持続可能な産業へ

　生産性向上(省力化・高付加価値化)の後押し　１

(2)　産業のグリーン化
　①　有機農業の推進
　②　森林資源の再生産の促進（再造林の推進など）
　③　グリーン化に資する製品開発（食品残渣等の活用）　等

　新たな価値を生み出す産業の創造　２
①「次世代産業創造プロジェクト」の推進
　　・ヘルスケアイノベーションプロジェクト
　　・アニメプロジェクト
　　・グリーンＬＰガスプロジェクト
②ローカルイノベーションプラットフォームによる新事業の創出

　　  地域資源を生かした
       『地産』の強化　１ 　　 　『外商』の全国展開　2

(1)　関西圏との経済連携の強化
　①　アンテナショップの活用
　　・　商談機会の創出
　　・　食や自然などの魅力発信　
　②　万博レガシーを生かしたプロ　
　　　 モーションの展開

起爆剤

(2)　県産品の販路拡大
　①　園芸品の卸売市場との連携
　　 （関東土佐会、関西土佐会）
　②　青果物の業務需要の拡大
　③　「高知家の魚応援の店」との 
       ネットワークを活用した外商の
　　　 拡大
　④　産業振興センターと連携した
       ものづくり分野の販路拡大

①　よさこい高知文化祭2026と連動した誘客拡大･周遊促進
②　中山間地域での宿泊機能の充実・強化に向けた受入環境整備の推進

稼げる地域産業へ 世界に選ばれる高知県へ

【全般】　台湾オフィス、シンガポール事務所などの
　　　　　海外支援拠点の活用
【一次産業、食品加工】
　①　農水産物、土佐酒のターゲット市場での
　　　 重点的な輸出拡大支援
　②　新たな輸出品目（事業者）の掘りおこし　
  ③　ALL高知での外商活動の強化　　等
【ものづくり】
　①　国内外の商社等とのマッチング
　②　現地サポートデスク（タイ・ベトナム・フィリピン・
　　　 インドネシア）の活用　等　

①　台湾航路の定着、韓国航路の誘致に向けた
　　取組強化
②　「どっぷり高知旅」を打ち出したセールス強化
③　国際航路やクルーズ客船の拡充に向けた受入
　　環境の整備

①　有望地域における県のPRや各産業分野の
     キーマン派遣による受入強化
②　高度外国人材の雇用促進
③　入国後講習施設整備の支援　等

　産業人材の育成　１
　①　こうち企業・創業支援プラットフォーム（ＫＳＰ）による
       起業の促進
　　・　学生の起業マインドの醸成、若者や女性の起業の後押し
　②　土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐ＭＢＡ）

　各産業の担い手の確保　２
　①　移住施策と連動した担い手の確保
  ②　転職による県外転出の抑制策を実施
　③　一次産業や建設業への若者（特に女性）の就業促進
　④　医療・福祉・介護人材の確保（処遇改善等）
　⑤　キャリア教育の充実と県内就職の促進　多様な人材が定着・活躍しやすい環境整備　３

　　　働き方改革の推進　　
　　・　WLB推進認証制度の推進、女性特有の健康課題への対応　　・　働きやすい職場環境整備への支援

人に投資し、人が活躍できる県へ

～２つの戦略の柱の下、「５つの戦略」により施策を展開し、若年層を中心とした県民の所得の向上を目指す～

地場産業 × デジタル

地場産業 × グリーン

   　　 　　　

課題先進県から課題解決先進県へ

(1)　防災関連産業の振興
　①　メイド・イン・高知の防災関連製品の地産地消・外商
　②　土木技術コーディネーターの活動強化　　等

(1)　県外からの移住者のさらなる増加
　　　大手求人サイトを活用した情報発信や県内企業の採用活
　　　動を支援する補助金の創設によるマッチング支援を強化　等
(2)　外国人材の受入・活躍推進（再掲）

県経済の成長をしっかり支える

   戦略 2    戦略 3

   戦略 4

   戦略 5

　　  滞在型観光の推進　３

拡

拡

拡

拡
拡

拡
拡

拡

拡

新

拡

拡

拡
拡

拡

拡

拡 拡

拡

拡

　自然災害多発県から「防災先進県・高知」へ１

　新たな人の流れの促進（人口減少対策と連動）２

　県産品の輸出拡大　１

　外国人材の受入・活躍推進　３

　インバウンド観光の推進　２

拡

拡

拡

拡

拡

新

拡

拡

新

新

新

拡

拡

新

拡

新

新

拡
拡

 第５期産業振興計画ver.3の戦略体系7
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 第５期産業振興計画ver.３の重点取り組み8
　戦略１ 構造転換型戦略

◇生産性向上の後押し（産業のデジタル化）

◇生産性向上の後押し（産業のグリーン化）

◇新たな価値を生み出す産業の創造

47～48ページ参照次世代産業創造プロジェクトの推進

取り組みの概要
●漁業操業に役立つ情報やこれまで県が蓄積してきた海洋データなどの情報を
　 一元的に発信するシステム 「NABRAS」の運用を開始（R5.1月～）
●水産業のデジタル化を図る「高知マリンイノベーション」の取り組みを推進し、
　 環境や社会の変化に強い持続的な漁業生産体制へ転換
令和８年度の取り組み
●「NABRAS」の運用と機能向上（漁業者等のニーズに基づく掲載情報の拡充）
●メジカ漁場予測システムの運用（R8～NABRASで発信）
●養殖業における高水温・赤潮対策に向けたテレメーターブイの導入・運用
●市場のスマート化の着実な推進（機器導入等への支援、現地指導員の配置）

水産業のデジタル化（高知マリンイノベーション）の推進

ローカルイノベーションプラットフォームによる新事業の創出
取り組みの概要
●本県を事業フィールドとして新事業の展開を希望する全国のスタートアップ企業等を呼び込み、事業化に向けた
　 取組をサポートすることで、県内での新事業創出につなげる
令和８年度の取り組み
●事業フィールドとしての本県の強みや特徴をPRし、事業への参加を促すキックオフイベントを開催
●現場の視察や地域のキーパーソンとの面談を通じて本県への理解を深める現地視察会を実施
●スタートアップ企業等の受入れ先となる自治体や企業、団体等とのマッチング

IoPプロジェクトの推進とデータ駆動型農業による営農支援の強化
取り組みの概要
●栽培や出荷などの様々なデータを収集・蓄積したデータ連携基盤
　　「IoPクラウドSAWACHI」の本格運用を開始（R4.9月～）
●IoPクラウドを核としたデータ駆動型農業の普及
令和８年度の取り組み
●50代以下やさらなる収量増加が期待できる農家にターゲットを絞った加入促進
●SAWACHIを活用した栽培管理の方法やポイントを紹介する動画の作成
●営農支援システム（営農機能４機能、GX機能２機能）の実装

生産者のレベルに
応じて指導します

改善のポイントが
よくわかる！

データ駆動型による営農指導
（普及指導員・JA営農指導員）

なる
ほ
ど!
!

IoPクラウドにデータ収集

データ分析

ICTを活用した生産性の向上（保健医療・福祉分野、土木分野）
取り組みの概要
●保健医療・福祉分野や土木分野（建設業）において、生産性を高めるためのデジタル化を促進
令和８年度の取り組み
●保健医療分野：デジタルヘルスコーディネーター等による医療DX（オンライン診療やEHR）導入、オンライン
　　　　　　　　　　　　診療に必要な機器整備の費用や看護師の派遣費用の支援
●福　祉　分　野：介護事業所のICT機器・介護ロボット等導入やワンストップ窓口による生産性向上への支援
●土　木　分　野：県内建設事業者のICT活用の習熟度に応じたモデル工事を設定し、有効性や課題を検証

スマート林業の推進
取り組みの概要
●森林情報を搭載した森林クラウドシステム「Clowood（クラウッド）」の運用を
　 開始（R5.4月～）
●森林クラウドの利用をはじめ、森林施業の効率化・省力化に資する「スマート林業」への
　 転換を加速
令和８年度の取り組み
●森林クラウドを活用した電子申請の推進
●スマート林業に係る研修の充実　

 森林クラウド
「Clowood」

データ利用

林業事業体等

森林計画図
赤色立体図
空中写真
路網図

林相区分図
その他関係図

各種GISソフト等を活
用し、データを分析

路網の配置や地形・資
源状況を確認し、路網
や伐採の計画を効率的
に作成

森林資源の再生産の促進
取り組みの概要
●令和５年９月に策定した「再造林推進プラン」に基づき、森林の有する
   公益的機能の発揮や2050年カーボンニュートラルの実現に貢献する
   取り組みを推進
令和８年度の取り組み
●施業地の集約化を推進するためのモデルとなる取り組みを支援
●林業適地での皆伐を展開する際の作業道等の設置を支援
●新たな森の工場における生産性向上につながるイノベーションの推進
　（高性能林業機械の導入支援を強化）

新たな森の工場

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化等）

県内事業者のデジタル化支援
取り組みの概要
●県内事業者の生産性の向上を実現し、「稼ぐ力」を高めるためには、デジタル技術の活用が重要。支援機関な

どのサポートにより、デジタル化に取り組む事業者の量的拡大と質的向上を図る
令和８年度の取り組み
●こうちデジ活アワードの開催による入賞事例の横展開やデジタル化の裾野の拡大に
　 向けた普及啓発の強化
●システム開発におけるAIの活用促進による県内IT事業者のスキルアップ
●産業振興センター等によるデジタル化やDXに向けた伴走支援
●高知デジタルカレッジにおける人材の育成

有機農業の推進
取り組みの概要
●国は食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現する
   「みどりの食料システム戦略」を策定。本県でも「みどりの食料システム戦略」に対応
　 した有機農業をはじめとする環境負荷軽減の取り組みを推進
●ユズと水稲を戦略的品目として選定し、栽培面積の拡大に向けた取組を推進
令和８年度の取り組み
●有機農業の推進体制の強化による活動の活性化
●有機質資材の活用促進、有機栽培技術の開発（ユズ、促成ピーマン、茶）
●販路開拓や拡大に向けた体制構築（商談会の実施、ユズの輸出拡大支援） 農作物の害虫の天敵

（ｸﾛﾋｮｳﾀﾝｶｽﾐｶﾒ）

水田除草機
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➋ 物部川地域本部
香美市土佐山田町加茂777　香美農林合同庁舎1F
TEL.0887-57-0015　FAX.0887-57-0016

➊ 安芸地域本部
安芸市矢ノ丸1-4-36　安芸総合庁舎2F
TEL.0887-34-1270　FAX.0887-34-1271

➌ 高知市地域本部
高知市本町５丁目1-45　高知市役所本庁舎4F
TEL.088-872-5885　FAX.088-872-5887

➎ 仁淀川地域本部
土佐市高岡町乙3229　土佐合同庁舎1F
TEL.088-852-7256　FAX.088-852-7257

➏ 高幡地域本部
須崎市西古市町1-24　須崎総合庁舎3F
TEL.0889-40-0205　FAX.0889-40-0206

➐ 幡多地域本部
四万十市中村山手通19　幡多総合庁舎3F
TEL.0880-35-8616　FAX.0880-35-8617

まずは
お近くの窓口に
ご相談ください！

➍ 嶺北地域本部
長岡郡本山町本山946-6　中央東土木事務所本山事務所1F
TEL.0887-70-1015　FAX.0887-70-1016

地域の資源を活用して新しい事業を立ち上げたい

事業を拡大したい

県外・海外への外商に挑戦したい

あなたのアイデアを形にしませんか？

事業戦略を作成したい　　など　　

産 業 振 興 推 進 地 域 本 部

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ

支
援
窓
口

地域アクションプランの取り組みについては、

実行支援チームでサポート

地域産業振興監

地域支援企画員

出先機関

本庁関係課

市町村等連携

色々な支援
メニューを活用

県内７ブロックの地域本部がワンストップで支援します!

ー地域の産業に関する相談窓口のご案内ー

１３

４

５
６

２

７

産業振興計画に関する情報は、高知県産業振興推進部
産業政策課ホームページでもご覧いただけます。

高知県産業振興計画 検索

　高知県産業振興推進部産業政策課
　〒780-8570　高知県高知市丸ノ内1-2-20


